
退職金制度の導入を支援するため、中小企業退
職金共済制度の普及促進のための施策を実施す
る。

NISA（少額投資非課税）制度に関して、「所
得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律
第8号）において、つみたてNISA（非課税累
積投資契約に係る少額投資非課税制度）につい
ては期限を5年間延長、一般NISA（少額投資
非課税制度）についてはより多くの国民に積
立・分散投資による安定的な資産形成を促す観
点から制度を見直した上で、2024年から5年間
の制度として措置、ジュニアNISA（未成年者
少額投資非課税制度）については延長せず、新
規の口座開設を2023年までとすることとされ
た。引き続き、つみたてNISAの普及に努める
とともに、新しいNISA制度の周知広報を行っ
ていく。

イ　資産の有効活用のための環境整備
リバースモーゲージの普及を図るため、住宅

金融支援機構において、公的保証による民間金
融機関のバックアップ等を行い、資産の有効活
用のための環境を整備する。

低所得の高齢者世帯が安定した生活を送れる
ようにするため、各都道府県社会福祉協議会に
おいて、一定の居住用不動産を担保として、世
帯の自立に向けた相談支援に併せて必要な資金
の貸付けを行う不動産担保型生活資金の貸与制
度を実施する。

2　健康・福祉

（1）健康づくりの総合的推進
ア　生涯にわたる健康づくりの推進

平成25年4月に開始した健康日本21（第二
次）に基づき、企業、関係団体、地方公共団体

等と連携し、健康づくりについて取組の普及啓
発を推進する「スマート・ライフ・プロジェク
ト」を引き続き実施していく。

さらに、健康な高齢期を送るためには、壮年
期からの総合的な健康づくりが重要であるた
め、市町村が健康増進法に基づき実施している
健康教育、健康診査、訪問指導等の健康増進事
業について一層の推進を図る。

また、医療保険者による特定健康診査・特定
保健指導の着実な実施や、データヘルス計画に
沿った取組等、加入者の予防・健康づくりの取
組を推進していくとともに、糖尿病を始めとす
る生活習慣病の重症化予防の先進的な事例の横
展開等、中長期的な各般の取組を引き続き進め
ていく。

いつまでも健康で活力に満ちた長寿社会の実
現に向けて、地方公共団体におけるスポーツを
通じた健康増進に関する施策を持続可能な取組
とするため、域内の体制整備及び運動・スポー
ツに興味・関心を持ち、習慣化につながる取組
を推進する。
「第4次食育推進基本計画」（令和3年3月食育

推進会議決定）に基づき、家庭、学校・保育
所、地域等における食育の推進、食育推進運動
の全国展開、生産者と消費者の交流促進、環境
と調和のとれた農林漁業の活性化、食文化の継
承のための活動への支援、食品の安全性の情報
提供等を実施する。

フレイル対策にも資する「日本人の食事摂取
基準（2020年版）」の活用に当たっては、フレ
イル予防の普及啓発ツールを用いた地方公共団
体の取組事例を収集する。

また、平成29年3月に策定した「地域高齢者
等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に
関するガイドライン」を踏まえた配食サービス
の普及と利活用の推進に向けて、引き続き事業
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者及び地方公共団体向けの参考事例集を拡充す
るほか、ガイドラインを踏まえた適切な配食の
提供及び栄養管理を行う配食事業者に対して、
管理栄養士等の専門職が継続的に参画できる体
制を構築する事業を引き続き実施する。

高齢受刑者で日常生活に支障がある者の円滑
な社会復帰を実現するため、引き続きリハビリ
テーション専門スタッフを配置する。

また、散歩や散策による健康づくりにも資す
る取組として、河川空間とまち空間が融合した
良好な空間の形成を目指す「かわまちづくり」
を推進する。

イ　介護予防の推進
要介護状態等になることを予防し、要介護状

態等になった場合でもできるだけ地域において
自立した日常生活を営むことができるよう市町
村における地域の実情に応じた効果的・効率的
な介護予防の取組を推進する。

平成27年度から開始された「介護予防・日
常生活支援総合事業」は、多様な生活支援の充
実、高齢者の社会参加と地域における支え合い
体制づくり、介護予防の推進等を図るものであ
り、令和3年度から始まる第8期介護保険事業

（支援）計画の実施に当たり、介護予防の取組
を更に推進し、より効果的な介護予防の取組の
展開に資する事業となるよう、意見交換会や研
修会の開催等を行い、引き続き市町村の取組を
支援していく。

（2）持続可能な介護保険制度の運営
2025年 さ ら に は2040年 を 見 据 え、 令 和2

（2020）年6月5日に成立した地域共生社会の実
現のための社会福祉法等の一部を改正する法律

（令和2年法律第52号）には、地域の特性に応
じた、認知症施策や介護サービス提供体制の整

備等の推進や医療・介護のデータ基盤の整備の
推進、介護人材の確保及び業務効率化の取組の
強化が盛り込まれており、第8期介護保険事業
計画においても地域共生社会の実現に向けた取
組を進めていく。

（3）介護サービスの充実（介護離職ゼロの実現）
ア　必要な介護サービスの確保

地域住民が可能な限り、住み慣れた地域で介
護サービスを継続的・一体的に受けることので
きる体制（地域包括ケアシステム）の実現を目
指すため、訪問介護と訪問看護が密接に連携し
た「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」や、
小規模多機能型居宅介護と訪問看護の機能をあ
わせ持つ「看護小規模多機能型居宅介護」等の
地域密着型サービスの充実、サービス付き高齢
者向け住宅等の高齢者の住まいや要介護高齢者
の長期療養・生活施設として平成30年度に創
設した「介護医療院」の整備、特定施設入居者
生活介護事業所（有料老人ホーム等）を適切に
運用するための支援を進める。

また、地域で暮らす高齢者個人に対する支援
の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同
時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現
に向けた手法として、全国の自治体に「地域ケ
ア会議」の普及・定着を図る。
「地域ケア会議」は、地域における高齢者支

援の中核機関である地域包括支援センター等に
おいて、医療、介護の専門家等多職種が協働し
て個別事例の支援方針を検討し、この取組を積
み重ねることにより地域の共通課題を抽出して
いく。市町村では、地域包括支援センターから
提供された地域課題等に基づき、課題の解決や
地域包括ケアの基盤整備に向けた資源開発・政
策形成等を行う。国においては、市町村に対
し、「地域ケア会議」の開催に係る費用に対し
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て、財政支援を行う。
あわせて、介護人材の確保のため、介護現場

における多様な働き方の導入支援モデル事業等
を地域医療介護総合確保基金に新たに位置付
け、令和2年度に引き続き、当該基金の活用に
より、「参入促進」、「労働環境の改善」、「資質
の向上」に向けた都道府県の取組を支援する。
さらに、介護福祉士修学資金等貸付事業の更な
る活用促進等に取り組む。加えて、介護職の魅
力や社会的評価の向上を図り、介護分野への参
入を促進するため、介護を知るための体験型イ
ベントの開催等、多様な人材の確保等に向けた
取組を推進する。さらに令和3年度予算におい
て、介護福祉士資格取得を目指す福祉系高校に
通う学生や他業種で働いていた方等の介護・障
害福祉分野における介護職への参入促進に係る
支援を行い、更なる介護人材の確保を図ること
としている。介護職員の処遇改善については、
これまでに実施してきた処遇改善に加えて、

「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月8
日閣議決定）に基づき、令和元年10月から、
経験・技能のある職員に重点化を図りつつ介護
職員の更なる処遇改善を実施しており、引き続
き更なる処遇改善に向けた加算の取得促進を進
めていく。

また、介護労働者の雇用管理改善を促進する
「介護雇用管理改善等計画」に基づき、令和3
年度においては、介護福祉機器の導入等を通じ
て労働者の離職率の低下に取り組んだ事業主や
雇用管理制度の整備を行った事業主への助成措
置や、介護労働者の雇用管理全般に関する雇用
管理責任者への講習に加え、事業所の雇用管理
改善に係る好事例把握やコンサルティング等を
行う事業を引き続き実施する。人材の参入促進
を図る観点からは、介護に関する専門的な技能
を身につけられるようにするための公的職業訓

練の充実を引き続き図るとともに、全国の主要
なハローワークに医療・福祉分野等のマッチン
グ支援を行う「人材確保対策コーナー」を設置
し、きめ細かな職業相談・職業紹介、求人充足
に向けた助言・指導等の取組の強化を図る。ま
た、「人材確保対策コーナー」を設置していな
いハローワークにおいても、医療・福祉分野等
の職業相談・職業紹介、求人情報の提供及び

「人材確保対策コーナー」への利用勧奨等の支
援を実施していく。さらに、令和2年度に引き
続き、各都道府県に設置されている福祉人材セ
ンターにおいて、離職した介護福祉士等からの
届出情報をもとに、求職者になる前の段階から
ニーズに沿った求人情報の提供等の支援を推進
するとともに、当該センターに配置された専門
員が求人事業所と求職者間双方のニーズを的確
に把握した上で、マッチングによる円滑な人材
参入・定着促進、職業相談、職業紹介等を推進
する。

また、介護の業務に従事する際に、在宅・施
設を問わず必要となる基本的な知識・技術を修
得する介護職員初任者研修を引き続き各都道府
県において実施する。

令和2年度に引き続き、「11月11日」の「介
護の日」に合わせ、都道府県・市区町村、介護
事業者、関係機関・団体等の協力を得つつ、国
民への啓発のための取組を重点的に実施する。

さらに、地域包括ケアの推進等により住み慣
れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで
続けることができるような体制整備を目指し
て、引き続き在宅医療・介護の連携推進等、制
度、報酬及び予算面から包括的に取組を行う。

イ　介護サービスの質の向上
介護保険制度の運営の要である介護支援専門

員（ケアマネジャー）の資質の向上を図るた
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め、引き続き、実務研修及び現任者に対する研
修を体系的に実施する。

また、高齢者の尊厳の保持を図る観点から、
自治体と連携し、地域住民への普及啓発や関係
者への研修等を進める等、高齢者虐待の防止に
向けた取組を推進していく。

平成24年4月より、一定の研修を受けた介護
職員等は、一定の条件の下に喀痰吸引等の行為
を実施できることとなった。令和3年度におい
ては、引き続き各都道府県と連携の下、研修等
の実施を推進し、サービスの確保、向上を図っ
ていく。

引き続き、マイナポータルを活用し介護保険
手続の検索やオンライン申請の可能な「介護ワ
ンストップサービス」（平成31年1月より開始）
を推進し、申請フォームのひな形の周知等によ
り、地方公共団体での導入促進を図っていく。

ウ　地域における包括的かつ持続的な在宅医
療・介護の提供

持続可能な社会保障制度を確立するために
は、高度急性期医療から在宅医療・介護までの
一連のサービス提供体制を一体的に確保できる
よう、質が高く効率的な医療提供体制を整備す
るとともに、国民が可能な限り住み慣れた地域
で療養することができるよう、医療・介護が連
携して地域包括ケアシステムの実現を目指すこ
とが必要である。このため、平成26年度に創
設した地域医療介護総合確保基金を活用し、引
き続き、各都道府県が策定した事業計画に基づ
き、在宅医療・介護サービスの提供体制の整備
等のために必要な取組を実施していく。また、
在宅医療・介護の連携推進に係る事業は、介護
保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が
主体となって地域の医師会等と連携しながら取
り組むこととしている。令和3年度においては、

在宅医療・介護連携に関する取組の推進・充実
を図るために、引き続き市町村等職員に対する
研修の実施及び市町村支援を行う都道府県への
支援の充実等を行う。

エ　介護と仕事の両立支援
（ア）育児・介護休業法の円滑な施行
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律施行規則（平成3
年労働省令第25号）等の改正により、令和3年
1月1日から介護休暇を時間単位で取得可能に
なったこと等を始めとして、介護休業や介護休
暇等の仕事と介護の両立支援制度等を定めた育
児・介護休業法（平成3年法律第76号）につい
て、引き続き都道府県労働局において制度の内
容を周知するとともに、企業において法の履行
確保が図られるよう事業主に対して指導等を行
う。

（イ）仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備
育児や介護を行う労働者が働き続けやすい環

境整備を推進するため、「女性の活躍・両立支
援総合サイト（両立支援のひろば）」を通じて、

「次世代育成支援対策推進法」（平成15年法律第
120号）に基づく一般事業主行動計画の策定等
を促進するとともに、企業の環境整備の参考に
なるよう、好事例を引き続き収集・公表する。

また、中高年を中心として、家族の介護のた
めに離職する労働者の数が高止まりしているこ
とから、全国各地での企業向けセミナーの開催
や仕事と家庭の両立支援プランナーによる個別
支援を通じて、「介護離職を予防するための両
立支援対応モデル」及び「介護支援プラン」の
普及促進を図り、労働者の仕事と介護の両立を
支援し、継続就業を促進する。そのほか、ケア
マネジャーなど家族介護者を支援する者が仕事
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と介護の両立について学習できる「仕事と介護
の両立支援カリキュラム」を用いた研修を行
う。

そして、「介護支援プラン」を策定し、介護
に直面する労働者の円滑な介護休業の取得・職
場復帰に取り組む中小企業事業主や、その他の
仕事と介護との両立に資する制度（介護両立支
援制度）を労働者が利用した中小企業事業主、
新型コロナウイルス感染症への対応として家族
を介護するための有給の休暇制度を設け、労働
者が利用した中小企業事業主を助成金により支
援する。

（4）持続可能な高齢者医療制度の運営
令和2年12月15日に閣議決定された「全世

代型社会保障改革の方針」において、後期高齢
者（現行で3割負担となっている現役並み所得
者を除く。）の医療の自己負担割合の在り方に
ついて「課税所得28万円以上（所得上位30％）
かつ年収200万円以上（単身世帯の場合。複数
世帯の場合は、後期高齢者の年収合計が320万
円以上）の方に限って、その医療費の窓口負担
割合を2割とし、それ以外の方は1割とする。」
こととされ、「施行時期については、施行に要
する準備期間等も考慮し、令和4年度（2022年
度）後半までの間で、政令で定めることとす
る。」こととされた。また、「施行に当たって
は、長期頻回受診患者等への配慮措置として、
2割負担への変更により影響が大きい外来患者
について、施行後3年間、1月分の負担増を、
最大でも3,000円に収まるような措置を導入す
る。」こととされた。これらについて令和3年

（2021年）の第204回通常国会に必要な法案を
提出した。

また、後期高齢者の保健事業について、高齢
者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支

援を実施するため、後期高齢者医療広域連合の
みならず、市民に身近な市町村が中心となっ
て、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の
保健事業と一体的に後期高齢者の保健事業を実
施する「高齢者の保健事業と介護予防の一体的
な実施」の推進を図っている。

このため、後期高齢者医療広域連合から市町
村へ高齢者保健事業を委託し、①事業全体の
コーディネートや企画調整・分析、②高齢者に
対する個別的支援や通いの場等への関与等を行
うために医療専門職を配置する費用を、国が後
期高齢者医療調整交付金のうち特別調整交付金
により引き続き支援する。

加えて、後期高齢者医療広域連合や市町村の
職員を対象とする保健事業実施に関する研修や
市町村の取組状況の把握等を行う「高齢者の保
健事業と介護予防の一体的実施の全国的な横展
開事業」等を通じて、取組の推進を支援する。

（5）認知症施策の推進
認知症は誰もがなり得るものであり、家族や

身近な人が認知症になること等を含め、多くの
人にとって身近なものとなっている。認知症の
発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって
日常生活を過ごせる社会を目指すため、令和元
年6月に取りまとめられた「認知症施策推進大
綱」には、「共生」と「予防」を車の両輪とし、
①普及啓発・本人発信支援、②予防、③医療・
ケア・介護サービス・介護者への支援、④認知
症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への
支援・社会参加支援、⑤研究開発・産業促進・
国際展開の5つの柱に沿った施策が盛り込まれ
ているところである。
「認知症施策推進大綱」の対象期間は令和7

年までとなっており、施策ごとに設けられた
KPI／目標の達成に向けて、施策を引き続き推
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進していく。
また、令和3年度から新たに、認知症対応型

グループホームなどの地域の既存資源を活用し
て、本人への専門的な助言や、家族の負担軽減
につながるような効果的な介護方法等に係る助
言等を継続的に行う「伴走型の支援拠点」の整
備を行い、認知症の人本人や家族に対する支援
体制の充実を図っていく。

（6）人生の最終段階における医療の在り方
人生の最終段階における医療・ケアについて

は、医療従事者から本人・家族等に適切な情報
の提供がなされた上で、本人・家族等及び医
療・ケアチームが繰り返し話し合いを行い、本
人による意思決定を基本として行われることが
重要である。

そのため、人生の最終段階における医療・ケ
ア体制整備事業として、「人生の最終段階にお
ける医療・ケアの決定プロセスに関するガイド
ライン」に基づき、全国の主要都市で医療従事
者等に向けて、研修を行っていく。

また、本人が望む医療やケアについて前もっ
て考え、家族等や医療・ケアチームと繰り返し
話し合い、共有する取組（人生会議）の普及・
啓発を図るため、今後、国民に対しさらに普
及・啓発していく。

（7）住民等を中心とした地域の支え合いの仕
組み作りの促進

（ア）地域の支え合いによる生活支援の推進
年齢や性別、その置かれている生活環境等に

かかわらず、身近な地域において誰もが安心し
て生活を維持できるよう、地域住民相互の支え
合いによる共助の取組を通じて、高齢者を含
め、支援が必要な人を地域全体で支える基盤を
構築するため、自治体が行う地域のニーズ把

握、住民参加による地域サービスの創出、地域
のインフォーマル活動の活性化等の取組を支援
する「地域における生活困窮者支援等のための
共助の基盤づくり事業」等を通じて、地域福祉
の推進を図る。

また、「寄り添い型相談支援事業」として、
24時間365日ワンストップで電話相談を受け、
必要に応じて、具体的な解決につなげるための
面接相談、同行支援を行う事業を実施する。

令和2年6月に改正された社会福祉法に基づ
き、市町村において、地域住民の複合・複雑化
した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を
整備するため、対象者の属性を問わない相談支
援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援
を一体的に行う重層的支援体制整備事業を実施
する。

地域における共生社会の実現に向けた課題
（高齢者、障害者及び青少年の3分野）につい
て、内外の実務者の派遣・招へいを通じて解決
の担い手を育成することを目的に、地域課題対
応人材育成事業「地域コアリーダープログラ
ム」を実施する。このうち高齢者関連分野につ
いては、令和3年度は、日本青年9名（団長含
む）を先進事例のある外国へ派遣するととも
に、特色ある取組を行っている各国の青年9名
を日本に招へい予定である。

（イ）地域福祉計画の策定の支援
福祉サービスを必要とする高齢者を含めた地

域住民が、地域社会を構成する一員として日常
生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が確保されるよう地
域福祉の推進に努めている。このため、福祉の
各分野における共通して取り組むべき事項や福
祉サービスの適切な利用の推進、社会福祉を目
的とする事業の健全な発達、地域福祉活動への
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住民参加の促進、要援護者に係る情報の把握・
共有・安否確認等の方法等を盛り込んだ地域福
祉計画の策定の支援を引き続き行う。

（ウ）地域における高齢者の安心な暮らしの
実現

地域主導による地域医療の再生や在宅介護の
充実を引き続き図っていく。そのため、医療、
介護の専門家を始め、地域の多様な関係者を含
めた多職種が協働して個別事例の支援方針の検
討等を行う「地域ケア会議」の取組や、情報通
信技術の活用による在宅での生活支援ツールの
整備等を進め、地域に暮らす高齢者が自らの希
望するサービスを受けることができる社会を構
築していく。

新たなシニア向けサービスの需要の創造、高
齢者の起業や雇用の促進、高齢者が有する技
術・知識等の次世代への継承等の好循環を可能
とする環境を整備していく。

（8）新型コロナウイルス感染症への対応
「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」（令和3年4月16日変更）では、新型コ
ロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方
針が示されている。この中では、①これまでの
感染拡大期の経験や国内外の様々な研究等の知
見を踏まえ、より効果的な感染防止策等を講じ
ていく、②「緊急事態宣言解除後の対応」を踏
まえ、社会経済活動を継続しつつ、再度の感染
拡大を防止し、重症者・死亡者の発生を可能な
限り抑制するため、飲食の感染対策、モニタリ
ング検査の拡大や高齢者施設の検査、保健所の
体制強化など感染拡大防止策の強化、変異株対
策の強化、ワクチン接種の着実な推進、医療提
供体制の充実等の取組を進めていく、③緊急事
態措置区域から除外された地域においては、対

策の緩和については段階的に行い、必要な対策
はステージⅡ相当以下に下がるまで続ける、④
重点措置区域においては、都道府県が定める期
間、区域等において、飲食を伴うものなど感染
リスクが高く感染拡大の主な起点となっている
場面等に効果的な対策を徹底する、⑤感染拡大
を予防する「新しい生活様式」の定着や「感染
リスクが高まる「5つの場面」」を回避するこ
と等を促すとともに、事業者及び関係団体に対
して、業種別ガイドライン等の実践と科学的知
見等に基づく進化を促していく、⑥的確な感染
防止策及び経済・雇用対策により、感染拡大の
防止と社会経済活動の維持との両立を持続的に
可能としていく、⑦感染の再拡大が認められる
場合には、政府と都道府県が密接に連携しなが
ら、重点的・集中的なPCR検査や営業時間短
縮要請等を実施するとともに、まん延防止等重
点措置を機動的に活用するなど、速やかに効果
的で強い感染対策等を講じるとされたところ

（令和3年4月20日現在）。
政府としては、高齢者を念頭に置いた取組と

して、感染拡大防止の観点から、高齢者施設等
での重点的な検査の実施や、新型コロナウイル
ス対応の病床確保等の取組への支援を引き続き
行っていく。ワクチンについては、新型コロナ
ウイルス感染症による死亡者や重症者の発生を
できる限り減らし、結果として新型コロナウイ
ルス感染症のまん延の防止を図るという接種目
的に照らし、高齢者を接種順位の上位に位置づ
けて接種を進めている。

また、令和3年度介護報酬改定において、全
ての介護サービス事業者に対し、一定の経過措
置期間を設け、BCP（業務継続計画）の策定や
シミュレーションの実施を運営基準で義務づけ
るとともに、地域医療介護総合確保基金等を活
用し、新型コロナウイルス感染症の感染者が発
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生した事業所におけるかかりまし経費や、多床
室の個室化等の設備整備等について措置するこ
ととしており、これらの取組を通じて新型コロ
ナウイルス感染症への対応力強化を図る。

3　学習・社会参加

（1）学習活動の促進
ア　学校における多様な学習機会の提供
（ア）初等中等教育機関における多様な学習

機会の確保
児童生徒が高齢社会の課題や高齢者に対する

理解を深めるため、学習指導要領に基づき、
小・中・高等学校におけるボランティア等社会
奉仕に関わる活動や高齢者との交流等を含む体
験活動の充実を図る。

（イ）高等教育機関における社会人の学習機
会の提供

生涯学習のニーズの高まりに対応するため、
大学においては、社会人入試の実施、夜間大学
院の設置、昼夜開講制の実施、科目等履修生制
度の実施、長期履修学生制度の実施等を引き続
き行い、履修形態の柔軟化等を図って、社会人
の受入れを一層促進する。

また、大学等が、その学術研究・教育の成果
を直接社会に開放し、履修証明プログラムや公
開講座を実施する等高度な学習機会を提供する
ことを促進する。

放送大学においては、テレビ・ラジオ放送や
インターネット等の身近なメディアを効果的に
活用して、幅広く大学教育の機会を国民に提供
する。

また、高等教育段階の学習機会の多様な発展
に寄与するため、短期大学卒業者、高等専門学
校卒業者、専門学校等修了者で、大学における

科目等履修生制度等を利用し一定の学習を修め
た者については、独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構において審査の上、「学士」の学
位授与を行う。

（ウ）学校機能・施設の地域への開放
児童生徒の学習・生活の場であり、地域コ

ミュニティの拠点でもある公立学校施設の整備
に対し国庫補助を行うとともに、学校施設整備
指針を示すこと等により、学校開放に向けて、
高齢者を含む地域住民の積極的な利用を促進す
るような施設づくりを進めていく。

また、小・中学校の余裕教室について、引き
続き、地方公共団体が社会教育施設やスポー
ツ・文化施設等への転用を図れるよう、取組を
支援していく。

（エ）学習成果の適切な評価の促進
高齢者を含めた一人一人の生涯にわたる学習

活動の成果が適切に評価され、企業・学校・地
域等での社会的な活用につながるようにするこ
とが重要である。中央教育審議会答申（「個人
の能力と可能性を開花させ、全員参加による課
題解決社会を実現するための教育の多様化と質
保証の在り方について」（平成28年5月））を受
け、様々な学習活動の成果が適切に評価される
社会の実現に向け、「検定事業者による自己評
価・情報公開・第三者評価ガイドライン」（平
成29年10月）を踏まえた、検定試験の自己評
価や第三者評価の普及・定着を図り、検定試験
の質の保証や社会的活用の促進等を行う。

イ　社会における多様な学習機会の提供
（ア）社会教育の振興
地域住民の身近な学習拠点である公民館を始

めとする社会教育施設等において、高齢者を含
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